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  ★★  22001199 年年意意匠匠法法改改正正とと関関連連意意匠匠  ★★  

 今月は改正意匠法のうちの関連意匠の改正部分を見てみたいと思います。「関連意匠」とは、自己の出

願意匠または自己の登録意匠のうちから選択した一の意匠（本意匠）に類似する意匠をいいます。関連

意匠登録を行うことで、類似範囲を明確化したり類似部分の保護を強化したりできるというメリットが

あります。 

現行法では、関連意匠を出願できる期間は、本意匠の意匠登録出願の日から意匠公報掲載までと規定

されており（現法 10 条 1 項）、8 ヶ月程度しかありません。また、関連意匠として出願できる意匠は、

本意匠に類似する意匠に限られ、関連意匠に類似する意匠を関連意匠として出願することができません

（現法 10条 1項、3項）。 

今回の改正により、本意匠の意匠登録出願日から 10年を経過する日前であれば関連意匠を出願できる

ことになります（新法 10条 1項、下記条文）。関連意匠にのみ類似する意匠の登録も認められることと

なります（新法 10条 4項）。 

 

改正意匠法 

第十条（関連意匠） 

１.意匠登録出願人は、自己の意匠登録出願に係る意匠又は自己の登録意匠のうちから選択した一の意匠

（以下「本意匠」という。）に類似する意匠（中略）がその本意匠の意匠登録出願の日以後であって、

当該本意匠の意匠登録出願の日から十年を経過する日前である場合に限り、第九条第一項又は第二項の

規定にかかわらず、意匠登録を受けることができる。ただし、当該関連意匠の意匠権の設定の登録の際

に、その本意匠の意匠権が第四十四条第四項の規定により消滅しているとき、無効にすべき旨の審決が

確定しているとき、又は放棄されているときは、この限りでない。 

 

 本意匠の出願から例えば 5 年後に関連意匠出願すれば、その頃までには通常、本意匠が意匠公報に掲

載され、製品が市販されたりしているでしょうから、何も手当てしなければその出願は新規性がないと

して拒絶されてしまいます。それを避けるために、自己の本意匠との関係においては、たとえ公知にな

ったとしても関連意匠出願は拒絶されないという規定が設けられました（新法 10条 2項）。 

しかし、他人の出願や他人の実施により公知となった意匠については、そのような特例はありません

から、普通の出願と同じように審査され、拒絶される場合もあり得ます。また、外国に出願する場合、

本改正のような規定が外国にはほとんどないので、日本の本意匠登録掲載の意匠公報により、有効な意

匠登録が得られなくなる可能性が高くなると考えられます。関連意匠であっても、10 年の猶予期間があ

ると思わずに、なるべく早く出願すべきでしょう。 

意匠権の存続期間は、現行法では設定登録の日から 20 年となっておりますが（現法 21条 1 項）、改

正後は、意匠登録出願の日から 25 年に変更されます（新法 21条 1 項）。同様に関連意匠登録について

も意匠登録出願の日から 25 年に変更されます（新法 21 条 2項）。現行法では「設定登録の日から」と

なっているところが、特許権と同様に「出願の日から」に変更されている点は注意が必要です。 

 

 改正法の施行日は現在未定です。公布の日から記載して 1年以内の範囲内で政令により定められます。 
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